
15,599 

12,588 
10,619 9,547 8,645 8,789 

7,585 8,063 8,543 8,208 

7,491

5,957

4,266

3,218
2,811 2,367

2,061 1,880 1,488
864
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自己資本利子及び自作地地代

家族労働費

自己資本利子・自作地地代、家族労働費を除く生産費

米の作付規模別60kg当たり生産費（令和４年産）

○ 水稲は作付け規模により生産コストが減少していく典型的な作物である。
○ 総作付面積が同規模であっても団地化等により、まとまって作付けすることで生産費の低減が見込まれる。
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（円/60kg）

出典：農産物生産費統計（個別経営体）（組替集計）、農業構造動態調査

注：経営耕地面積50ha以上かつ10a当たり資本・利子地代全額算入生産費に対する「賃借料及び料金」の割合が50％以上の経営体を除いた個別経営体の数値である。

25,811

20,567

16,836

14,262
12,632

12,244

10,797 11,058 11,051
9,646

平均（1.8ha）での生産費：15,261円/60㎏

販売目的の

水稲経営体数
38.2万 15.1万 3.1万 2.5万 2.2万



販売目的で作付けした水稲の作付面積規模別農業経営体数（平成24年～令和5年）

○ 都道府県全体では、一貫して農業経営体数は減少（平成24年 1,071千戸→令和５年 576千戸）。
○ 北海道では10ha以上作付している農業経営体が４割を占め、全体に占める割合も増加（平成24年 25.7％

→令和５年 41.9％）。都府県では１ha未満農業経営体数が約２/３を占めるものの、５ha以上作付してい
る農業経営体の数・割合が増加しており（平成24年 30千戸（2.9％）→令和５年 40千戸（7.1％））、大
規模農家の割合は増加傾向にある。
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上段（農業経営体数： 千戸
下段（割合） ： ％

注： 平成27、令和２年は、「農林業センサス」、その他の年は、「農業構造動態調査」の調査結果に基づくもの。
（農林業センサスは全数調査であるが、農業構造動態調査は標本調査である。）
ラウンドの関係で計と内訳の合計が一致しない場合がある。

北海道 都府県
計 3㏊未満 3㏊～5㏊ 5㏊～10㏊ 10㏊以上 計 1㏊未満 1㏊～2㏊ 2㏊～3㏊ 3㏊～5㏊ 5㏊以上

平成24年
15 4 3 5 4 1,056 769 175 48 34 30

(100.0) (24.3) (18.2) (31.8) (25.7) (100.0) (72.8) (16.6) (4.6) (3.2) (2.9) 

平成25年
14 3 3 4 4 1,027 738 172 50 35 33

(100.0) (24.3) (18.6) (31.4) (25.7) (100.0) (71.8) (16.7) (4.9) (3.4) (3.2) 

平成26年
14 3 3 4 4 997 707 171 51 34 35

(100.0) (23.2) (18.1) (31.9) (26.8) (100.0) (70.9) (17.1) (5.1) (3.4) (3.5) 

平成27年
13 3 2 4 4 939 660 159 50 36 35

(100.0) (23.1) (15.6) (31.4) (29.9) (100.0) (70.3) (16.9) (5.3) (3.8) (3.7) 

平成28年
13 3 2 4 4 876 599 153 51 34 39

(100.0) (23.4) (16.4) (27.3) (32.8) (100.0) (68.4) (17.5) (5.8) (3.9) (4.4) 

平成29年
13 3 2 4 4 821 556 144 47 34 41

(100.0) (22.2) (13.5) (31.7) (32.5) (100.0) (67.7) (17.5) (5.7) (4.2) (5.0) 

平成30年
13 3 2 4 4 793 531 141 46 34 42

(100.0) (23.4) (14.8) (28.9) (32.8) (100.0) (66.9) (17.8) (5.8) (4.3) (5.3) 

平成31年
(令和元年)

12 3 2 4 4 766 507 138 44 34 43

(100.0) (22.0) (14.6) (28.5) (34.1) (100.0) (66.1) (18.0) (5.8) (4.5) (5.6) 

令和２年
11 2 2 3 4 703 449 131 45 35 43

(100.0) (19.6) (14.2) (29.3) (37.0) (100.0) (63.9) (18.7) (6.5) (4.9) (6.0) 

令和３年
10 2 1 3 4 644 410 121 41 31 42

(100.0) (19.0) (14.0) (26.0) (40.0) (100.0) (63.6) (18.7) (6.3) (4.8) (6.5) 

令和４年
10 2 1 3 4 601 381 111 39 30 41

(100.0) (20.0) (13.7) (27.4) (40.0) (100.0) (63.4) (18.4) (6.4) (4.9) (6.8) 

令和５年
9 2 1 3 4 567 358 105 36 28 40

(100.0) (17.2) (12.9) (28.0) (41.9) (100.0) (63.1) (18.6) (6.3) (4.9) (7.1) 



水稲の多収品種

○ 輸出用米、中食・外食用の需要が増加する中で、需要に応じた生産を推進するためには、高単収な多収品種
を導入し、農家所得を確保することが重要。
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農研機構開発品種の利用許諾や種苗入手先に関する問合せ
(国研)農研機構 知的財産部 知的財産課 種苗ﾁｰﾑ
Tel 029-838-7390・7246 / Fax 029-838-8905
http://www.naro.affrc.go.jp/collab/breed/list/index.html

「ICS６号（幸の栖）」

・住友化学と農研機構の共同育成品種。
・大粒で業務用に適する多収の良食味品種。

住友化学（株）

「しきゆたか(ﾊｲﾌﾞﾘｯドとうごうｼﾘｰｽﾞ（３号、４号））」

・多収性に優れる耐倒伏性の良食味品種。
・うるち、半モチの２種類があり、４系統で北海道を除く各地に対応。

民間企業が開発した多収品種の例

豊田通商（株）

北海道向け「雪ごぜん」

・やや高アミロース・低タンパクの業務用多収米品種。
・耐冷性に優れ、冷害年でも収量が安定する。

東北中南部以南向け「つきあかり」

Ｚ
・早生で多収の極良食味品種。
・ご飯はツヤがあり、うま味に優れ、４時間保温しても美味しさが持続。

・「コシヒカリ」より多収で、 「コシヒカリ」に近い良食味品種。
・生育が「コシヒカリ」より遅く、作期分散が可能。

関東・北陸以南向け「あきだわら」

西日本・九州向け「たちはるか」

・耐倒伏性・耐病性を備えた低コスト直播栽培向き多収品種。
・いもち病、縞葉枯病にも強い。

関東・北陸以南向け「にじのきらめき」

・大粒で業務用に適する多収の極良食味品種。
・高温耐性に優れ、縞葉枯病に抵抗性。

良食味の多収品種の栽培適地 農研機構が開発した多収品種の例

検査数量：1,089トン（令和４年産）、主な産地：北海道

検査数量：24,933トン（令和４年産）、主な産地：新潟、宮城、石川

検査数量：9,553トン（令和４年産）、主な産地：新潟、富山、兵庫

検査数量：17,071トン（令和４年産）、主な産地：茨城、新潟、群馬

検査数量：975トン（令和４年産）、主な産地：熊本、大分、兵庫

令和３年品種登録出願

検査数量：1,855トン（令和４年産）、主な産地：秋田、滋賀、茨城

出典：令和４年産米の農産物検査結果（令和５年10月31日現在の確定値）（農林水産省HP）

さち  すみか

http://www.naro.affrc.go.jp/patent/breed/list/index.html
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